
令和７年度地域医療介護総合確保基金実施事業一覧

総事業費 基金充当額
※国要望時点

事業者負担等

Ⅰ-1　地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 481,662 261,571 220,091

1

医療圏の中核的な役割を担う病院（地域医療支援病
院、がん診療連携拠点病院等）における入院及び周
術期患者に対する口腔管理のための歯科衛生士の
配置及びがん患者への口腔管理や糖尿病と歯周病
の関連性に着目した医科歯科連携に向けた歯科医
療従事者等への研修等を実施するもの

東北大学病院
ほか５病院

61,843 34,297 27,546 混在
歯科衛生士数（人口10万対）：100.3人(R4)
→100.3人以上(R7)

歯科衛生士の配置：６病院

入院患者の口腔機能向上や術後における全身
の早期回復促進によって、在院日数の短縮を図
ることができ、構想区域内での病床の機能分
化・連携への寄与が期待できる。

2

各種調査分析等必要な支援を行うことにより、地域
医療構想調整会議における議論及び、各医療機関に
おける病床の機能分化・連携に向けた具体的な検討
を促進

宮城県 23,729 23,729 0 混在

病床機能報告等における各医療機関が予定す
る2025年（令和7年）の病床数について、
2025年（令和7年）まで地域医療構想上で必
要となる回復期病床数を達成するための病床
数の目標：3,017床（仙南417床、仙台1,637
床、大崎・栗原435床、石巻・登米・気仙沼528
床）（R5）→6,005床（仙南456床、仙台
3,899床、大崎・栗原669床、石巻・登米・気仙
沼981床）（R7）

調整会議の場等で分析結果の提供を受けた医
療圏の数：４医療圏

分析結果の提供を受けた医療機関が、各種
データ等を踏まえ、地域で必要とされる病床機
能に転換や事業規模の見直しが促進される。

3

急性期病床の削減及び集約化を伴う２つ以上の重
点支援区域対象医療機関の再編により、急性期機能
を強化するために必要な施設の整備又は設備の整
備等を支援する

宮城県 ● 50,500 25,250 25,250 1/2

地域医療構想で必要となる急性期病床数を達
成するための病床数の目標
仙南：438(R5)→357(R7)
仙台：7,081(R5)→4,999(R7)
石巻・登米・気仙沼：1,284(R5)→681(R7)

整備を行う医療機関数：１医療機関
各区域で過剰となっている急性期病床の集約
化を促進することで、地域医療構想の達成を図
る。

4

地方自治法に基づく連携協約を締結した医療機関
間において、地域医療の機能集約を実施する場合
に、集約する医療機関の機能強化のために必要な施
設の整備又は設備整備等を支援する

宮城県 ● 184,000 92,000 92,000 1/2

大崎・栗原区域において地域医療構想で必要と
なる病床機能毎の病床数
急性期：1,022(R5)→567(R7)
慢性期：846(R5)→484(R7)

整備を行う医療機関数：１医療機関
大崎・栗原区域で過剰となっている急性期及び
慢性期病床の集約化を促進することで、地域医
療構想の達成を図る。

5

本県の政策医療の課題解決を前進させるとともに
地域医療構想を推進するため、仙台医療圏の医療提
供体制の分析及び新たな拠点病院の構想の検討な
ど、関係機関との協議及び基本合意に必要な業務を
行う

宮城県 11,000 11,000 0 委託
地域医療構想に沿った医療機能の分化・連携を
推進するための県立病院の統合等による新た
な拠点病院の構想の検討

県立病院の統合等の対象病院の数：３病院

統合・合築に係る協議事項及び関係計画等の
検証を行い、県立病院の統合等を推進すること
により、地域医療構想に沿った医療機能の分
化・連携が促進される。

6
仙台赤十字病院および宮城県立がんセンターの統合
に係る施設整備に関する補助を目的とする

宮城県 ● 150,590 75,295 75,295 1/2
病床数：772床（仙台赤十字病院 389床、県
立がんセンター 383床）→400床

再編対象の病院数：２病院

仙台赤十字病院と県立がんセンターの統合に
より整備する新病院について、施設整備等を実
施するために必要な支援を行うことで、地域医
療構想に沿った医療機能の分化・連携が促進さ
れる。

Ⅰ-2　地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業 39,672 39,672 0

7
医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療
構想に即した病床機能再編の実施に伴い、減少する
病床数に応じた給付金を支給する

宮城県 39,672 39,672 0 定額
令和７年度基金を活用して減少する病床数
急性期病床　　288床→238床

対象となる医療機関数：１医療機関

地域医療構想調整会議等の合意を踏まえ、自
主的に病床数を減少する医療機関に対し、財政
支援することにより、地域医療構想の実現に向
けた取組の促進を図る。

416,296 368,418 47,878

8
訪問診療に必要なポータブル医療機器等の整備支
援

宮城県 53,000 26,500 26,500 1/2
訪問診療を受けた患者数（算定回数）：
285,263件(R4)→317,042件(R7)

訪問診療等で必要な医療機器等の整備　：13
医療機関

往診・訪問診療を行う医療機関に対する支援を
行うことで、在宅医療に取り組む医療機関の確
保と在宅医療の効率的・安定的な提供体制を整
備する。

事業名 事業概要 事業主体
補助率

等
アウトカム アウトプット

事業
番号

アウトカムとアウトプットの関連性
新
規

R7事業費（千円）

Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業

在宅医療推進設備整備事業

院内口腔管理体制整備事業

病床機能分化・連携促進調査事業

仙台医療圏病院再編事業

病床機能再編支援事業

急性期病床集約再編事業

地域医療機能集約・連携強化事業

仙台医療圏地域医療構想推進事業

資料１－４
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総事業費 基金充当額
※国要望時点

事業者負担等
事業名 事業概要 事業主体

補助率
等

アウトカム アウトプット
事業
番号

アウトカムとアウトプットの関連性
新
規

R7事業費（千円）

9
在宅医療を行う医師のバックアップ体制や、広域的
な多職種連携体制の構築に関する施策の検討・運営
経費を支援する

宮城県ほか 47,977 47,977 0 混在
訪問診療を受けた患者数（算定回数）：
285,263件(R4)→317,042件(R7)

在宅医療に係る連携体制の構築に向けた会議
等：3回

在宅医療を行う医師のバックアップ体制や、広
域的な連携体制の構築を図ることで、在宅医療
に取り組む医療機関の確保と在宅医療の効率
的・安定的な提供体制を整備する。

10
在宅医療・介護の連携を図るため、地域包括ケアの
担い手が地域課題の検討や研修を行う機会を設定
する

宮城県ほか 7,330 7,330 0 混在
訪問診療を受けた患者数（算定回数）：
285,263件(R4)→317,042件(R7)

在宅医療推進検討会：１回

在宅医療に係る取り組みについて、多職種によ
る検討会等を行うことで、在宅医療に取り組む
医療機関の確保と在宅医療の効率的・安定的
な提供体制を整備する。

11 在宅医療に関する基礎知識や技術的な研修の実施 宮城県 4,257 4,257 0 委託
訪問診療を受けた患者数（算定回数）：
285,263件(R4)→317,042件(R7)

在宅医療対応力向上研修：2回
在宅医療従事者の知識・技能習得により、在宅
医療の提供体制強化が図られる。

12
県内の特定行為研修修了者の確保を図るため，特定
行為研修に看護師を派遣する医療機関等に対し，派
遣に伴う経費の補助を行う

宮城県 27,189 16,000 11,189 混在
特定行為研修修了者数：94人（R5)→160人
（R7）

県内研修受講者の確保　10人
病院医師の業務負担軽減。地域医療チームの連
携を推進し、効率的な地域医療支援システムの
構築を在宅医療提供体制の強化につなげる。

13
訪問看護師の増加・質の向上を図ることを目的に、
新たに看護師を雇用又は配置した訪問看護ステー
ションを支援する

宮城県 18,992 18,992 0 定額
訪問看護ステーション従事者数：1,777人
（R5）→1,876人（R7）

新たに看護師を雇用又は配置する訪問看護師
数：16人

訪問看護に携わる看護師の増加及び資質の向
上により訪問看護の充実を図り、在宅医療の提
供体制強化につなげる。

14
在宅歯科医療を推進するための設備整備を支援す
る

宮城県 13,500 6,750 6,750 1/2

在宅療養支援歯科診療所等本事業の補助対象
要件となる施設基準に係る届出を東北厚生局
に提出している病院・歯科診療所の数：191か
所（R6）→191か所以上（R7）

訪問歯科診療等で必要な携帯用歯科診療ユ
ニット等の整備：９医療機関

在宅歯科医療を提供する医療機関を支援する
ことにより、在宅歯科医療の提供体制強化につ
なげる。

15

在宅歯科医療の相談窓口を設置することにより、在
宅歯科診療等に係る相談体制の充実を図るととも
に、県内における障害児・者歯科保健体制の拡充を
図る

宮城県 7,489 7,489 0 委託
在宅療養支援歯科診療所数：99か所（R7.2.1
現在）→99か所（R7）

・在宅歯科医療を希望する者からの相談受付件
数：171件
・在宅医療・口腔ケア医療機関の紹介件数：
125件

住民や在宅歯科医療を受ける者や家族等から
の在宅歯科保健等に関する相談体制や在宅歯
科医療の提供体制を整備することにより、県内
における障害児・者歯科保健体制のが図られ
る。

16
在宅患者・介護施設入居者の急変時に速やかに対応
するため、医療圏単位で病院による輪番体制を構築
し、空床及び体制確保に要する経費を支援する

宮城県病院協
会

222,172 222,172 0 10/10
訪問診療を受けた患者数（算定回数）：
285,263件(R4)→317,042件(R7)

・当番病院（日中）：12病院
・当番病院（夜間）： 9病院

在宅療養者の急変時の受入医療機関を確保す
ることで、入院患者が安心して在宅に移行でき
る環境を整備し、在宅医療の提供体制を強化す
る。

17
医療機関における在宅への移行を支援できる看護
職の育成

宮城県看護協
会

4,867 3,244 1,623 2/3
看取り数（死亡診断のみの場合を含む）：
4,299人（R3）→ 4,804人（R7）

・研修回数：１回
・研修受講者：30人

医療機関における在宅移行を支援できる看護
職の確保・養成を行うことで、医療機関や地域
の在宅介護サービス等との連携が強化され、在
宅医療の提供体制強化につなげる。

18
みやぎ訪問歯科・救急ステーションの円滑な運営、障
害児・者及び要介護者の歯科保健医療の県内連携の
推進を図るもの

宮城県歯科医
師会

3,711 2,474 1,237 2/3
在宅療養支援歯科診療所数：99か所（R7.2.1
現在）→99か所（R7）

・専門的口腔ケア対応件数：421件
・在宅歯科医療及び障害児・者歯科医療連携室
運営委員会：1回
・在宅歯科医療及び障害児・者歯科医療連携室
間の相互連携会議：1回

研修会の開催や専門的口腔ケア対応を通して
要介護高齢者や障害児（者）の歯科保健、医療、
介護の流れが明確になり、県民が、障害や要介
護状態にあっても安心して安全な療養を受け
ることができる環境の整備が進む。

19

・地域連携薬局及び専門医療機関連携薬局（以下「認
定薬局」という。）の整備促進のため、薬剤師を対象
に保険薬局のレベル別の服薬情報提供等に係る研
修会や、無菌調剤技術に関する研修会等を開催する
・地域での認知向上のため、県民を対象とした認定
制度及び在宅訪問可能薬局の周知を行う

宮城県 4,077 4,077 0 混在
地域連携薬局件数：92件(R6)→114件(R7)
専門医療機関連携薬局件数：7件(R6)→8件
(R7)

・医療連携研修会の開催：4回（参加人数約
200人）
・公共施設での動画配信や新聞への掲載等によ
る周知活動の実施：2種

地域の実情を踏まえた上で、地域医療に参画す
る薬剤師を養成することによって、地域連携薬
局等を継続的・安定的に認定できる体制の構築
を図る。

20

①各種対応薬剤師の育成（認知症、うつ病、フレイ
ル、感染症対応）
②地域での啓発活動（各種疾患への理解と対応）
③行政、関連団体との連携（地域包括支援センター、
仙台市医師会、仙台歯科医師会、宮城県看護協会、
宮城県栄養士協会、各家族の会など）

仙台市薬剤師
会

1,735 1,156 579 2/3
在宅患者訪問薬剤管理指導料届出件数：978
件（R6）→1000件（R7）

・仙台市薬剤師会認定（規定講習受講者）の新
規の対応薬剤師数：各20名（認知症、うつ、フレ
イル、感染症対応）
・地域での啓発活動を展開するため市民講座、
相談会の開催：各5回

薬剤師の資質の向上及び様々な機会を捉えた
情報発信により、薬局機能の強化及び在宅患
者を含めた地域住民の意識向上につなげる。

在宅医療人材育成事業

在宅医療連携拠点整備事業

在宅医療推進協議会設置・運営事業

在宅歯科医療連携室整備事業

在宅患者入院受入体制事業

医療機関における在宅への移行を支援する看
護職育成研修事業

在宅及び障害児・者歯科医療連携室推進事業

認定薬局等の整備促進事業

看護師特定行為研修支援事業

訪問看護提供体制整備事業

在宅歯科医療推進設備整備事業

地域ケアシステム強化のための対応薬剤師の
育成と啓発活動
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総事業費 基金充当額
※国要望時点

事業者負担等
事業名 事業概要 事業主体

補助率
等

アウトカム アウトプット
事業
番号

アウトカムとアウトプットの関連性
新
規

R7事業費（千円）

1,176,964 1,176,964 0

21

・地域介護サービスの拠点施設の整備費、施設開設
に必要な準備経費及び既存施設の改修費等を補助
するもの
・新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観点か
ら、介護施設等への簡易陰圧装置の設置、ゾーニン
グ環境等の整備、多床室の個室化に対する補助を行
う

宮城県 1,176,964 1,176,964 0 混在
地域密着型サービス施設の定員総数：6,848
人（R8年度末目標値）

地域密着型介護老人福祉施設：1,549人
認知症高齢者グループホーム：5,299人

地域密着型サービス施設等の整備を行うこと
により、65歳以上人口あたりの地域密着型
サービス施設等の定員総数を増加させる。

1,607,653 1,157,870 449,783

22

①がん患者及び糖尿病患者と歯科との関連に係る
講習会の実施②大学病院等と連携し、がん拠点病院
のない地域における医科歯科連携システムを整備す
る

宮城県歯科医
師会

3,780 2,520 1,260 2/3
がんの年齢調整死亡率（75歳未満）：69.8%
（R5)→69.8%以下（R7)

がん患者、糖尿病患者及び骨粗鬆症患者と歯
科との関連に係る講習会の実施：5回（参加人
数100人）

周術期口腔機能管理の実施体制強化により、
口腔内からの全身麻酔時のリスク軽減、手術後
の誤嚥性肺炎の減少、入院期間の短縮、放射線
や化学療法による口内炎等の発症の軽減が図
られ、がん・糖尿病患者に対する医療を効率的
に提供することができる。

23
後方支援機関の患者受入を円滑に行うため、MSW
の早期段階での介入と、民間患者搬送サービス業者
を利用した患者搬送体制の整備を行う

東北大学病院 24,296 16,197 8,099 2/3
入院調整件数12,494件（R5）→14,000件
（R7）

後方支援医療機関への搬送件数：601件

後方支援医療機関への搬送体制を整備するこ
とで、入退院業務の一元化による効率化や後方
支援病院との連携強化が図られ、不安定な状態
を脱した患者の円滑な後方搬送が可能となり、
医師の負担軽減が期待できる。

24
医師確保の困難な地域等に対して医師派遣等を行
うための体制整備とネットワーク構築に対する支援
を行う

宮城県 201,000 134,000 67,000 2/3

医師数（人口１０万対）：269.3人（R4）→
274.7人(R7)
※参考（R4全国平均）：274.7人
医療従事者の偏在の改善（人口１０万人対の医
師数の比）：
仙台医療圏：その他の医療圏＝1.70:1(R4)→
1.68:1(R7)
県内医療機関（仙台市を除く）への配置医師数：
108人（R6）→108人（R7）

医師少数区域への配置　７医療機関
県全体としての医療人材の派遣を通して、医師
偏在の解消を図る。

25
看護職員の確保，質の向上及び医療関係施設との連
携強化を目的とした研修の実施を支援する

宮城県看護協
会

3,419 2,279 1,140 10/10
看護師数（人口10万対）：934.4人（R4）→
1,049.8人(R7)
※参考（R4全国平均）：1,049.8人

・講師の派遣回数：20回以上
・研修１回あたり受講者数20人

看護職員の確保、質の向上及び医療関係施設
との連携強化を目的とした研修の実施を支援
することで、看護職員の離職防止・定着促進を
図り、看護職員の増加につなげる。

26

宮城県医師育成機構を運営し，臨床研修体制の強化
や医学生支援等を通じ医師の育成を図るとともに，
他県からの医師招へい活動を実施するほか，各医師
のキャリア形成支援等，幅広い取組を通じて魅力あ
る医療環境を構築する。
また，実践的な研修体制の充実による医療人材の育
成・定着を図るため，東北大学の共同利用型研修施
設の運営に係る支援を実施する

宮城県ほか 71,965 58,804 13,161 混在

医師数（人口１０万対）：269.3人（R4）→
274.7人(R7)
※参考（R4全国平均）：274.7人
医療従事者の偏在の改善（人口１０万人対の医
師数の比）：
仙台医療圏：その他の医療圏＝1.70:1(R4)→
1.68:1(R7)
県内医療機関（仙台市を除く）への配置医師数：
108人（R6）→108人（R7）

・県内医療機関（仙台市を除く）への３年目以上
医師配置数：82人
・医療従事者を対象とした技術講習会：500人
（25回／年）

県全体としての医師定着を通して、医師不足の
解消を図る。

27

・周産期医療の体制整備に必要となる産科医の確保
に関する施策（業務負担軽減）を実施するとともに，
一次施設から高次医療施設への連携機能を強化す
るための研修等の実施
・産科・産婦人科医師の定着を図るための，産科医等
に対して分娩手当を支給する医療機関への支援
・産婦人科等の医師の確保を図るための，産婦人科
専門医資格の取得を目指す研修医に対して研修医
手当を支給する医療機関への支援

宮城県 141,352 59,353 81,999 混在
周産期母子医療センター及び病院勤務産婦人
科医師１人当たりの年間分娩取扱件数：76.3
件（R5）→76.3件（R7）

・分娩手当支給者数：250人（施設19医療機
関）
・医師等の医療業務補助者の追加配置：４人（各
施設１人）

産科医・産婦人科医の処遇改善及び産婦人科
を希望する医師の育成を通して、県内で従事す
る産科医・産婦人科医師数の増加を図る。
不足する周産期医療機能を充足することで、地
域における周産期医療従者の確保及び育成を
図る。

28
二次救急医療機関の医師の対応力向上に向けた研
修を実施する

宮城県 1,793 1,793 0 委託

救急要請（覚知）から救急医療機関への搬送ま
でに要した平均時間：48.3分（R5)→45.6分
（R7）
※参考（R5全国平均）：45.6分
救急科専門医数（人口１０万対）：3.1人（R4）→
4.0人（R7）
※参考（R4全国平均）：4.0人

・外傷に係る専門領域研修の実施：１回（累計受
講者数：420人）
・小児救急に係る専門領域研修の実施：１回（累
計受講者数：77人）

研修を通したチーム医療体制を確保することに
より、地域の二次救急医療機関等における受入
体制の強化につなげる。また、三次救急医療機
関の負担軽減を図る。

救急医療専門領域研修事業

医療従事者育成事業

看護職員等育成支援事業

医師育成機構運営事業

Ⅲ　介護施設等の整備に関する事業

介護施設整備等補助事業

Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

医科歯科連携事業

入退院センターと後方支援機関への患者搬送
体制の整備

周産期・小児医療従事者確保・育成支援事業
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総事業費 基金充当額
※国要望時点

事業者負担等
事業名 事業概要 事業主体

補助率
等

アウトカム アウトプット
事業
番号

アウトカムとアウトプットの関連性
新
規

R7事業費（千円）

29

・新人看護職員を対象とした資質向上・育成につな
がる研修の開催
・新人看護職員への研修の開催に要する費用への補
助
・実習指導者講習会（特定分野含む）の開催
・助産師の助産実践能力の維持向上を目的とした研
修の開催
・助産師の人材交流に伴い発生する経費の支援

宮城県 28,717 21,684 7,033 混在

看護師数（人口10万対）：934.4人（R4）→
1,049.8人（R7）
助産師数（人口10万対）：33.3人（R4）→
33.8人（R7）

・新人助産師合同研修の開催：１回５時間程度を
４回（各30人）
・新人看護職員研修実施病院等：10施設
・実習指導者講習会（特定分野を含む）の開催：
９週間程度（受講者60人）
・助産師実践能力の維持向上を目的とした研修
の開催：４回程度（各20人）
・助産師出向：２件

就業する新人看護職員の資質向上・育成に必要
な研修の開催や受講できる環境を整備するこ
とで、新人看護職員に必要な基本的な能力を
向上させ、看護職員の離職防止・県内定着を図
る。また、助産師の助産実践能力の維持向上、
施設間交流から助産師の離職防止・定着促進を
図り、助産師の増加につなげる。

30

小中高生を対象に、看護師の魅力、基本的知識等の
理解を深めるとともに、将来のキャリア選択におい
て看護職を志すきっかけをつくるため、模擬的な看
護師職業体験（小中学生対象）や、看護学生との交流
事業（中高生対象）を実施する

宮城県 ● 4,341 4,341 0 委託
看護師数（人口１０万対）：934.4人（R4）→
1,049.8人(R7)
※参考（R4全国平均）：1,049.8人

・小・中学生を対象としたプレナーススクールの
実施：1回（参加者数：20名）
・中・高校生を対象としたプレナーススクールの
実施：4回（参加者数：30名）

若年層の時期から看護業界と密に関わる機会
を創出することにより持続的かつ安定的な看
護人材の確保につなげる。

31

女性医師が働きやすい職場環境を整備し、就労環境
の改善及び離職防止を図るため、女性医師が当直・
休日勤務を免除された際の人件費支援や復職研修
受入を行っている医療機関への人件費支援を行う

宮城県 119,144 59,572 59,572 1/2

医師数（人口１０万対）：269.3人（R4）→
274.7人(R7)
※参考（R4全国平均）：274.7人
代替医師の採用等による就業継続女性医師数：
35名（R6）→29名（R7）

支援実施医療機関数：８医療機関

妊娠・出産・育児の期間を通じて仕事を継続で
きる働きやすい職場環境を整備することで女
性医師の離職防止・再就職支援を図り、就業医
師数の増加につなげる。

32
他県等が実施する専任教員養成講習会の受講費用
等を補助する

宮城県 6,900 4,200 2,700 混在

看護師数（人口１０万対）：934.4人（R4）→
1,049.8人(R7)
※参考（R4全国平均）：1,049.8人
県内看護師等養成所における資格のある専任
教員の充足率：
97.4％（R5）→100％(R6)

講習会受講者数：５人
専任教員の増加により看護師等養養成が安定
化することで看護教育の充実を図り、安定的な
看護職員養成・確保につなげる。

33
看護職員の安定確保を図るため、看護師免許等の受
験資格を付与される養成所に対する運営費を支援
する

宮城県 183,113 183,113 0 定額

看護師数（人口１０万対）：934.4人（R4）→
1,049.8人(R7)
※参考（R4全国平均）：1,049.8人
看護師等養成所卒業生県内就業率：55.9％
(R5)→60.0％(R7)

対象施設：10施設
看護師等養成所の運営を安定化することで看
護教育の充実を図り、安定的な看護職員の確
保につなげる。

34
離職した潜在看護職員に対する再就業に向けた支
援や，多様な就業形態導入を支援する

宮城県 20,578 20,578 0 委託
看護師数（人口１０万対）：934.4人（R4）→
1,049.8人(R7)
※参考（R4全国平均）：1,049.8人

・ナースセンターにおける普及相談員の配置：４
人
・潜在看護職員復職研修受講者数：70人

離職した看護職員を潜在化させることのない
体制を整備することで、就業する看護職員の増
加を図る。

35

県内の医療機関が，所属する看護師等を認定看護師
課程に派遣する際に負担する受講料及び旅費を対
象に支援を行い，認定看護師の資格取得を促進する
もの

宮城県 28,865 17,000 11,865 混在

看護師数（人口10万対）：934.4人（R4）→
1,049.8人(R7)
※参考（R4全国平均）：1,049.8人
認定看護師数：386人（R6）→396人（R7）

認定看護師の資格を取得する看護師：10人

認定看護師の資格取得を目指し、認定看護師
課程に看護師を派遣する医療機関を支援する
ことで、看護職員の職務意欲を向上させ、離職
防止・定着促進を図ることで看護職員数の増加
を図る。

36

・看護学生・未就業看護師等病院就職ガイダンスの
開催
・特定地域看護師確保推進事業の実施
・看護職員確保対策等検討会の開催
・訪問看護師の就業者の増加に向けた取組

宮城県 22,659 22,659 0 直営

看護師数（人口１０万対）：934.4人（R4）→
1,049.8人(R7)
※参考（R4全国平均）：1,049.8人
看護師等養成所卒業生県内就業率：55.9％
(R5)→60.0％(R7)

・民間主催合同就職説明会参加病院数：12病院
・自治体保健師合同就職説明会の開催：１回
・看護職員確保等検討会等の開催回数：２回（分
科会開催含む）

合同就職説明会の開催等により、県内で就業す
る看護職員の確保を図り、看護師数の増加につ
なげる。

37
・医療業務補助者を配置する医療機関への支援
・勤務環境改善支援センターの運営

宮城県 262,418 177,419 84,999 混在

勤務環境改善に関する相談件数：175件（R6）
→140件（R7)
看護師数（人口１０万対）：934.4人（R4）→
1,049.8人(R7)
※参考（R4全国平均）：1,049.8人
医師数（人口１０万対）：269.3人（R4）→
274.7人(R7)
※参考（R4全国平均）：274.7人

支援対象となる医療業務補助者の配置：104
人

勤務環境改善支援センターの設置及び医療業
務補助者の配置支援により医療機関における
勤務環境改善が進み、医師や看護師等の医療
従事者の負担軽減・定着が図られる。

38
医療従事者の離職防止及び再就業の促進を図るた
め，保育施設の整備・運営を支援する

宮城県 221,336 147,557 73,779 2/3
看護師数（人口１０万対）：934.4人（R4）→
1,049.8人(R7)
※参考（R4全国平均）：1,049.8人

運営対象施設数：22施設

院内保育所が運営されることで、子どもを持つ
医療従事者が出産から育児の期間を通じて働
きやすい勤務環境が提供され、離職防止や復
職支援につながる。

勤務環境改善事業

病院内保育所施設整備・運営事業

専任教員養成講習会事業

看護師等養成所運営費補助

潜在看護師等人材確保促進事業

認定看護師課程等派遣助成事業

看護職員県内定着促進事業

看護職員資質向上・育成研修事業

プレナーススクール事業

女性医師等就労支援事業
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総事業費 基金充当額
※国要望時点

事業者負担等
事業名 事業概要 事業主体

補助率
等

アウトカム アウトプット
事業
番号

アウトカムとアウトプットの関連性
新
規

R7事業費（千円）

39
小児救急医の負担軽減を図るため，市町村が実施す
る休日・夜間の小児救急医療体制整備に対する支援
を行う

宮城県 37,485 36,406 1,079 混在

医師数（人口１０万対）：269.3人（R4）→
274.7人(R7)
※参考（R4全国平均）：274.7人
小児人口１０万人当たりの小児科医師数
115.9人（R4）→115.9人（R7）

実施市町村：１市
小児救急医療体制の整備による小児救急医の
負担軽減・離職防止を通して、医師数の増加に
つなげる。

40
ドクターヘリに搭乗する医師及び看護職員の養成を
支援する

宮城県 2,803 1,868 935 2/3 フライトスタッフの人数：8人（R5）→9人（R7） 日本航空医療学会主催研修等の受講回数：３回
ドクターヘリに搭乗する医師及び看護職員の養
成を支援する。

41
医師不足解消のため、将来、本県の医師として活躍
する志を持った人材の育成を目的に、医学部入学に
対応した志の育成、学力の向上に向けた事業

宮城県 3,600 3,600 0 混在

医師数（人口１０万対）：269.3人（R4）→
274.7人(R7)
※参考（R4全国平均）：274.7人
医療従事者の偏在の改善（人口１０万人対の医
師数の比）：
仙台医療圏：その他の医療圏＝1.70:1(R4)→
1.68:1(R7)
大学医学部医学科への進学者のうち当事業の
参加割合：35.2%（R6）→45.0%（R7）

・医学部体験会の実施：１回（参加者100人）
・医師会講演会の実施：１回（参加者150人）
・病院見学会の実施：１回（参加者50人）
・医学特講学習会の開催：１回（受講者100人）
・医学特講ゼミの開催：３回（各回受講者100
人）

医学部入試に対応した的確な指導の展開及び
宮城の医療に係る講演会の実施を通して、宮城
の医師として活躍する志を持った生徒を育成
し、本県における医師不足の解消を図る。

42

宮城県糖尿病療養指導士等の養成研修会の開催に
より、糖尿病対策にかかる看護職員等の医療従事者
を確保する。
また、糖尿病対策に係る連携会議等を開催し、かか
りつけ医と糖尿病専門医との連携強化により、糖尿
病重症化予防対策にかかる質の高い看護職員等の
医療従事者の確保を図る

宮城県 10,000 10,000 0 委託
宮城県糖尿病療養指導士数：648人（R6）→
676人（R7）

・地区別研修会開催回数：1回以上
・地区別連携会議開催回数：1回以上

糖尿病罹患の早期でかかりつけ医と糖尿病専
門医との連携体制を構築し、各地区において医
師への研修の実施や多職種連携会議を実施す
ることにより糖尿病医療従事者の確保と資質
の向上が図られる。

43

・薬学生に対する宮城県内での就業についての広
報、地元薬剤師の活動紹介や体験実習
・復職研修の実施や登録制度による就業マッチング
による未就業者の復職支援
・小中高生を対象とした地元薬剤師の活動紹介や体
験実習
・就業中の薬剤師に対する研修を通じた資質向上及
び定着促進

宮城県 8,859 8,859 0 混在
薬剤師数（人口１０万対）：244.3人（R4）→
259.1人（R7）
※参考（R4全国平均）：259.1人

・薬剤師不足地域での薬局実習：６回（参加人数
12人）
・薬剤師不足地域（被災地含む）修学ツアー：１回
（参加人数　20人）
・薬局及び病院に勤務する薬剤師を対象とした
講習会：３回（参加人数 40人）
・薬局に勤務する薬剤師に対する、病院での研
修プログラムの実施：受講者　２人

薬学生に対するアプローチや復職研修等の実
施により県内で就業する薬剤師の確保を図り、
薬剤師数の増加につなげる。

44

・地域における病院薬剤師の安定的な確保を目的と
して、都道府県が指定する病院へ期間を定めた薬剤
師出向を実施する
・先進的医療や教育・研究に従事してキャリアを形成
している薬剤師が、薬剤師が不足している地域の医
療機関に勤務し、地域医療に貢献できる仕組みを構
築する

宮城県 5,931 3,954 1,977 2/3
薬剤師数（人口１０万対）：244.3人（R4）→
259.1人（R7）
※参考（R4全国平均）：259.1人

薬剤師出向：１件

薬剤師出向に対する支援を行うことで、薬剤師
が不足する医療機関における薬剤師の確保を
図り、薬剤師数の増加及び地域偏在の解消に
つなげる。

45
県内の薬学生に対し、修学資金を貸し付けることに
より、県内の医療機関における薬剤師を確保し、医
療提供体制の整備を図る

宮城県 ● 3,200 3,200 0 直営
薬剤師数（人口１０万対）：244.3人（R4）→
259.1人（R7）
※参考（R4全国平均）：259.1人

修学資金貸付対象者：５人
県内の薬学生に対し、修学資金を貸し付けるこ
とにより、県内の医療機関における薬剤師を確
保し、医療提供体制の整備を図る。

46

・東北大学病院に設置された新生児医療研修セン
ターにおいて，新設の専門教育プログラム・コースに
基づき新生児科指導医を養成する
・地域小児科センターに対する時間外診療担当小児
科医の派遣
・一般小児科医を対象とした小児救急疾患及び発達
障害に係る研修会の開催

東北大学病院 77,085 51,390 25,695 2/3

小児人口１０万人当たりの小児科医師数
115.9人（R4）→115.9人（R7）
養成した新生児科指導医師数：8人（R5）→9人
（R7）

・地域小児科センターに対する時間外診療担当
小児科医の派遣600回以上/年
・小児救急や発達障害に関連するセミナーの実
施回数：10回

一般小児科医を対象とした各種研修を通して
小児医療の質を確保するとともに、地域小児科
センターに対する時間外診療担当小児科医の
派遣により、県民が小児医療を受ける機会を確
保する。

47
救急・集中治療に携わる若手医師の育成及び育成し
た医師の救命救急センター等への配置

東北大学病院 18,900 12,600 6,300 2/3

救急要請（覚知）から救急医療機関への搬送ま
でに要した平均時間：48.3分（R5)→45.6分
（R7）
※参考（R5全国平均）：45.6分
救急科専門医数（人口１０万対）：3.1人（R4）→
4.0人（R7）
※参考（R4全国平均）：4.0人

育成した救急科専門医の県内病院への配置：
11人

高度な救急・集中治療を実施することができる
医師を育成・配置することによって、救急科専
門医を継続的・安定的に供給できる体制の構築
を図る。

小児救急医療体制整備事業

小児医療従事者確保・育成支援事業

救急科専門医養成・配置事業

フライトドクター・ナース養成事業

医師を志す高校生支援事業

糖尿病対策に係る医療従事者養成事業

薬剤師確保対策事業

病院薬剤師出向・体制整備支援事業

薬学生修学資金貸付事業
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総事業費 基金充当額
※国要望時点

事業者負担等
事業名 事業概要 事業主体

補助率
等

アウトカム アウトプット
事業
番号

アウトカムとアウトプットの関連性
新
規

R7事業費（千円）

48

宮城県内における歯科技工従事者の安定的な確保
と定着
※令和７年度より「県内歯科技工士修学支援事業を
新たに追加

宮城県歯科医
師会ほか

● 6,073 5,802 271 2/3

歯科技工士数（人口１０万対）：29.9人(R4)→
29.9人以上(R7)
県内の29歳以下の歯科技工士の人数：93人
(R4)→93人以上(R7)

若手歯科技工士を対象とした歯科技工研修会
等の開催：3回（延べ50人）

講習の開催により歯科技工士の技能向上を図
ることで、就業する歯科技工士数の増加につな
げる。

49
・未就業の歯科衛生士に対する講習会・実習の開催
・在職の歯科衛生士に対するセミナーの開催

宮城県歯科医
師会

2,757 1,838 919 2/3

歯科衛生士数（人口１０万対）：100.3人(R4)
→100.3人以上(R7)
県内の50歳以上の歯科衛生士の人数：475人
(R4)→475人以上(R7)

歯科衛生士の復職支援並びに離職防止に係る
セミナーの実施
：3回（延べ80人）

復職研修等の実施により県内で就業する歯科
衛生士の確保を図り、歯科衛生士数の増加に
つなげる。

50

大学の最新知見によるサポートを得ながら、県民の
健康課題解決を促進する県内の健康づくりの中心と
なる保健師・看護師をはじめとした医療従事者の人
材育成等を行う

宮城県 1,327 1,327 0 直営
みやぎヘルスリーダー育成講座修了者数：606
人（R6）→700人（R7）

みやぎヘルスリーダー育成講座の開催：１回
育成講座の開催により、最新の知見を修得した
医療従事者の増加が図られ、県民の健康課題
の解決が促進される。

51

県内の看護師等養成所に在学する看護学生に対し
て修学資金を貸し付けることにより、看護職員の県
内定着率を高め、県内の医療機関等で業務に従事す
る看護職員の充足を図る

宮城県 5,040 5,040 0 直営

看護師数（人口１０万対）：934.4人（R4）→
1,049.8人(R7)
※参考（R4全国平均）：1,049.8人
看護師等養成所卒業生県内就業率：55.9％
(R5)→60.0％(R7)

将来県内の医療施設等において看護職員の業
務に従事しようとする看護学生：30人

県内の看護師等養成所に在学する看護学生に
対して修学資金を貸し付けることにより、看護
職員の県内定着率を高め、県内の医療機関等
で業務に従事する看護職員の充足を図る。

52
特定地域の医療施設において、業務に従事しようと
する看護学生に対し、修学資金を貸与することによ
り地域偏在の解消を図る

宮城県 29,717 29,717 0 直営

看護師数（人口１０万対）：934.4人（R4）→
1,049.8人(R7)
※参考（R4全国平均）：1,049.8人
看護師等養成所卒業生県内就業率：55.9％
(R5)→60.0％(R7)

看護師が特に不足している地域において看護
師の業務に従事しようとする看護学生：45人

看護師が特に不足している地域の医療施設に
おいて将来看護師として業務に従事しようとす
る看護学生に修学資金を貸し付けることで、特
定の地域の看護師の確保を図り、地域偏在の
解消につなげる。

53
東北大学医学部地域枠に入学する医学生に対し、修
学資金を貸与することにより、医師不足と地域偏在
の解消を図る

宮城県 49,200 49,200 0 直営

医師数（人口１０万対）：269.3人（R4）→
274.7人(R7)
※参考（R4全国平均）：274.7人
医療従事者の偏在の改善（人口１０万人対の医
師数の比）：
仙台医療圏：その他の医療圏＝1.70:1(R4)→
1.68:1(R7)
県内医療機関（仙台市を除く）への配置医師数：
108人（R6）→108人（R7）

修学資金貸与者数　36人

医師少数区域等に所在する地域の医療施設に
おいて将来医師として業務に従事しようとする
医学生に修学資金を貸し付けることで、医師の
確保を図り、地域偏在の解消につなげる。

327,058 319,675 7,383

54
介護人材実態調査の実施、介護人材確保協議会の
開催

宮城県 926 926 0 委託
介護人材の確保・養成・定着に関する取組方針
の策定

介護人材確保協議会 １～２回開催

協議会の会議の場において、介護人材確保・養
成・定着に向けた多様な意見を伺いながら、計
画的・総合的な人材確保事業の企画・実施を推
進する

55
「みやぎ介護人材を育む取組宣言認証制度」の事務
局を設置し、制度周知・運営、処遇改善支援を行う

宮城県 12,344 12,344 0 委託
人材育成に取り組む事業者のすそ野を広げる
ことにより、介護職員の入職率の増と、離職率
の低下を図る。

宣言事業所 ４０事業所
認証事業所 ２０事業所

介護人材の育成や処遇改善に取り組む事業所
の増加により、離職率等の低下が図られる。

56
小中高生、中高年齢者層など、幅広い世代を対象に
介護のイメージアップのための情報発信やイベント、
介護体験授業等を行う

宮城県 25,725 25,725 0 委託 介護職員の増加
・介護に関する普及啓発を目的とした地域イベ
ント等の実施
・介護体験ができる体験型授業の実施

小中高生、中高年齢者層など幅広い世代に対
し、介護職に関する普及啓発を行い、将来的な
介護業界への参入促進を図る。

57
職場体験学習の実施により、中高生に対し介護職に
関する啓発を進める他、合同入職式の実施により、
新規入職者の意欲の向上を図る

宮城県 6,724 6,724 0 委託
新たに介護分野に参入する層の拡大、介護職
員の増加

職場体験の開催（目標参加者４０名）、入職式及
び交流会の開催

若年層に対し介護の魅力をアピールし、将来的
な介護業界への参入促進を図る。

58 老人クラブ会員に対する事務作業のサポート 宮城県 2,500 2,500 0 10/10 老人クラブ会員の事務作業のサポート数 老人クラブ会員の事務作業のサポート 10 件

老人クラブ会員に対して事務作業をサポートす
ることで、地域の
支え合い・助け合い活動の立ち上げや活動の継
続・活性化を図るもの。

59

無資格者を新たに雇用し、介護業務に従事させなが
ら、雇用期間中の勤務の一部として介護業務に必要
な介護職員初任者研修等を受講させ、介護業務に必
要な知識・技術を習得させるために必要な研修期間
の代替要員相当の経費を補助する

宮城県 18,059 18,059 0 定額
介護職員初任者研修等の受講を支援すること
による、未経験者の掘り起こし

受講者数１７８人

無資格者を雇用することで新たな人材を掘り
起こし、介護職員初任者研修を受講させ知識や
技術を習得させることにより人材の育成と定
着を図り、介護人材の増加につなげる。

歯科衛生士復職支援及び離職防止事業

地域・大学連携による健康づくり対策促進事業

歯科技工士の総合的人材確保事業

介護人材確保推進事業
（介護人材確保対策連携強化事業＜協議会運
営等＞）

介護人材確保推進事業
（認証制度運営事業）

介護人材確保対策緊急アクションプラン事業
（介護イメージアップ事業）

看護学生修学資金貸付事業

特定地域看護師確保対策修学資金貸付事業

東北大学地域枠対応医学生修学資金貸付事業

Ⅴ　介護従事者の確保に関する事業

介護人材確保推進事業
（介護の魅力・イメージアップ普及事業）

老人クラブ活動育成事業
（事務手続き等支援事業）

介護職員初任者研修受講支援事業
（介護未経験者に対する研修支援事業）
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アウトカム アウトプット
事業
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60

・宮城県福祉人材センター等への求職者と求人事業
所に対する、合同就職面談会の実施
・キャリア支援専門員による相談、的確な求人情報の
提供、就職後のフォローアップ相談の実施
・事業所を対象に社会保険労務士や公認会計士等に
よる経営・人事・労務管理等に関する指導、助言等

宮城県 19,683 19,683 0 10/10 介護職員の増加
福祉・介護人材マッチング機能強化事業による
就業者数 ６０人

福祉・介護人材マッチング機能強化事業の実施
により、介護人材と求人事業所を適切にマッチ
ングさせることで、介護サービス従事者の増を
図る。

61
県内介護施設等へ就労予定の留学生等に対し、当該
介護施設等が奨学金（学費、生活費等）の給付等を
行う場合に、給付等に要する経費の一部を助成する

宮城県 9,258 9,258 0 1/３
外国人介護人材の確保及び円滑な受入支援体
制の構築

留学生等の受け入れ ２０名
留学生等への金銭的補助を通じて介護職への
就職を促すとともに、受入施設等の負担軽減に
よる積極的な受入体制の構築を目指す。

62
外国の関係機関と直接に連携を行うことにより、人
材確保に関する情報収集や介護施設等とのマッチン
グ支援を行うもの

宮城県 30,167 30,167 0 委託 外国人介護人材の確保
県内介護施設等と外国人介護人材のマッチン
グ（６０名）

県内介護施設等に対して外国人介護人材の雇
用に向けた支援を行い、外国人介護人の確保
を推進する。

63
福祉系高校の学生に返済免除付きの修学資金を貸
し付けする

宮城県社会福
祉協議会

6,169 6,169 0 10/10

令和７年度介護職員需要（推計）数 ３６，８８１人
令和７年度介護職員供給（推計）数 ３５，５３０
人
令和７年度介護職員不足（推計）数 １，３５２人

修学資金被貸与者数 各学年４～１０名（見込）
修学資金被貸与者が卒業後は介護福祉士とし
て就業することで、
受給ギャップを縮小することが見込まれる。

64
他業種で働いていた者等であって、介護職員初任者
研修等の一定の研修を修了した者に返済免除付き
の就職支援金を貸し付けする

宮城県社会福
祉協議会

13,347 13,347 0 10/10

令和７年度介護職員需要（推計）数 ３６，８８１人
令和７年度介護職員供給（推計）数 ３５，５３０
人
令和７年度介護職員不足（推計）数 １，３５２人

就職支援金被貸与者数 ５０名（見込）
就職支援金被貸与者が介護職に従事すること
で、受給ギャップを縮小することが見込まれる。

65

県内の介護施設等に就労する外国人介護職員のう
ち、介護福祉士国家資格を取得し、介護現場におけ
る中核的な役割を目指す職員に対し、資格取得の要
件となる「介護福祉士実務者研修」の受講費用等と、
当該職員が研修を受講する期間の代替要員相当の
経費を補助するもの

宮城県 930 930 0 1/2
外国人介護人材の定着・介護施設等における外
国人を雇用しやすい基盤の形成

受講者数１５人

介護福祉士国家資格の取得を支援することに
より、外国人介護職員が長く就労し、中核職員
としての定着を図るとともに、当該職員の短期
間での帰国リスクを低減し、介護施設等が外国
人を雇用しやすい基盤を形成する。

66

人材育成の困難な介護事業所の介護職員に対する
研修支援やリーダーや中堅職員に対する高度専門
技術習得等のための研修など、経験や能力に応じた
段階別研修を実施する

宮城県 14,194 14,194 0 委託
職場定着の促進、現場のリーダーの育成、介護
サービスの質の向上

研修開催６５回程度、介護事業所等に対する出
前研修２０回程度

経験・能力にあった段階別の研修を実施し、職
員のスキルアップを図ることで、介護サービス
の質の向上につなげることができる。

67
指導者養成講習の実施（喀痰吸引等研修の指導講師
の養成）

宮城県 1,162 1,162 0 委託 介護職員のサービス向上 １年間の指導者養成講習の受講者 ３０名

指導者養成講習を実施し指導講師を増加する
ことにより、喀痰吸引等研修及び実地研修の質
の向上、また登録研修機関及び登録喀痰吸引
等事業者の増大を図る。

68

介護職員の研修受講を促進するため、喀痰吸引等研
修を実施する民間の登録研修機関に補助を行うこ
とで、受講生となる介護職員及び所属法人の受講料
の負担軽減を図る

宮城県 12,240 12,240 0 定額
民間の登録研修機関で受講する介護職員の増
加

１年間の民間登録研修機関における受講者 ２６
０名

補助を行い受講料の負担軽減をすることによ
り、民間の登録研修機関の受講者の増大を図
る。

69
介護支援専門員に対し、経験豊かな主任介護支援専
門員その他専門職等が多職種連携の方法等につい
て助言・指導等を行い、資質向上を図るもの

宮城県 2,069 2,069 0 委託 介護支援専門員の資質向上 助言・指導者等の派遣回数：３０回以上

介護支援専門員に対し、経験豊かな主任介護支
援専門員等が助言・指導を行うことで、知識経
験を共有し、対象の介護支援専門員の資質向
上が図られる。

70

介護支援専門員の資質向上に資する法定研修等を
実施するもの
○介護支援専門員実務研修
○介護支援専門員再研修
○更新研修（実務未経験者対象）
○介護支援専門員専門研修Ⅰ・更新研修Ⅰ
○介護支援専門員専門研修Ⅱ・更新研修Ⅱ
○主任介護支援専門員研修
○主任介護支援専門員更新研修

宮城県 6,145 1,420 4,725 委託 介護支援専門員の養成、資質向上

研修受講者数
○実務研修：１００人
○再研修：１５０人
○更新研修（実務未経験者対象）：３００人
○専門研修Ⅰ・更新研修Ⅰ：３００人
○専門研修Ⅱ・更新研修Ⅱ：６００人
○主任介護支援専門員研修：１５０人
○主任介護支援専門員更新研修：２００人

介護支援専門員として業務を行うためには、介
護支援専門員としての登録を受け、証の交付を
受ける必要がある。登録及び証の交付を受ける
ためには、所定の研修を修了しなければならな
い。

71
医療的ケア研修の受け皿を拡大するため、喀痰吸引
等研修を実施する民間の登録研修機関の初年度経
費について補助を行う

宮城県 1,000 1,000 0 定額
民間の登録研修機関で受講する介護職員の増
加

民間の登録研修機関で受講する介護職員の増
加（対象事業者：２事業者）

初年度経費の補助を行い事業者の経費の負担
軽減をすることにより、民間の登録研修機関の
増大を図る。

72
ＮＰＯ法人等に委託し、介護事業所を訪問して介護
職員に対する具体的・実践的な感染症対策研修を実
施する

宮城県 1,200 1,200 0 2/3
職場定着の促進、感染症対策に習熟した現場職
員の育成、介護サービスの質の向上

研修開催５０回、研修受講者５００人

具体的・実践的な研修を現場で実施すること
で、介護職員の不安を軽減し安心して働ける環
境を作る。また、介護職員のスキルアップを図
ることで、介護サービスの質の向上に繋げる。

福祉・介護人材マッチング機能強化事業

介護人材確保対策緊急アクションプラン事業
（外国人留学生の学習・生活支援補助）

介護人材確保対策緊急アクションプラン事業
（外国現地機関との直接連携事業）

福祉系高校修学資金貸付事業

介護分野就職支援金貸付事業

介護人材確保緊急アクションプラン事業（介護
職員資格取得支援事業）

介護施設、介護事業所への出前研修の支援事
業

介護人材確保推進事業
（キャリアパス支援事業、介護事業所向け出前
研修）

介護職員等医療的ケア研修事業

登録研修機関研修経費助成事業

ケアマネジャー多職種連携支援体制強化事業

介護支援専門員資質向上事業

登録研修機関初年度経費助成事業
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総事業費 基金充当額
※国要望時点

事業者負担等
事業名 事業概要 事業主体

補助率
等

アウトカム アウトプット
事業
番号

アウトカムとアウトプットの関連性
新
規

R7事業費（千円）

73

県内の介護施設等に就労する外国人介護職員のう
ち、介護福祉士国家資格を取得し、介護現場におけ
る中核的な役割を目指す職員に対し、資格取得
の要件となる「介護福祉士実務者研修」の受講費用
等と、当該職員が研修を受講する期間の代替要員相
当の経費を補助するもの

宮城県 570 570 0 1/２
外国人介護人材の定着・介護施設等における外
国人を雇用しやすい基盤の形成

受講者数１５人

介護福祉士国家資格の取得を支援することに
より、外国人介護職員が長く就労し、中核職員
としての定着を図るとともに、当該職員の短期
間での帰国リスクを低減し、介護施設等が外国
人を雇用しやすい基盤を形成する。

74

無資格者を新たに雇用し、介護業務に従事させなが
ら、雇用期間中の勤務の一部として介護業務に必要
な介護職員初任者研修等を受講させ、介護業務に必
要な知識・技術を習得させるために必要な研修期間
の代替要員相当の経費を補助する

宮城県 21,034 21,034 0 定額
介護職員初任者研修等の受講を支援すること
による、未経験者の掘り起こし

受講者数１７８人

無資格者を雇用することで新たな人材を掘り
起こし、介護職員初任者研修を受講させ知識や
技術を習得させることにより人材の育成と定
着を図り、介護人材の増加につなげる。

75

無資格者を新たに雇用し、介護業務に従事させなが
ら、雇用期間中の勤務の一部として介護業務に必要
な介護職員初任者研修等を受講させ、介護業務に必
要な知識・技術を習得させるために必要な研修期間
の代替要員相当の経費を補助する

宮城県 9,952 7,294 2,658 定額
介護職員初任者研修等の受講を支援すること
による、未経験者の掘り起こし

受講者数108 人

無資格者を雇用することで新たな人材を掘り
起こし、介護職員初任者研修を受講させ知識や
技術を習得させることにより人材の育成と定
着を図り、介護人材の増加につなげる。

76
地域の医療資源である医療職に対して研修を実施
する

宮城県、仙台
市

11,443 11,443 0 混在

認知症施策推進大綱のKPI 等に基づき、医療
関係者の認知症対応力向上研修の受講者を養
成し、認知症の適切な医療提供及び地域連携
の充実を図る。

認知症サポート医養成研修 １５名
認知症サポート医フォローアップ研修 ４０名
かかりつけ医認知症対応力向上研修 ６０名
病院勤務医療従事者向け認知症対応力向上研
修 １２０名
歯科医師・薬剤師認知症対応力向上研修 各２０
名
看護職員認知症対応力向上研修 １５０名

医療関係者に対して、認知症の理解や対応に関
する研修を行うことで、認知症の対応力が向上
し、適切な医療提供及び地域連携の充実につな
がる。

77
認知症地域支援推進員や認知症初期集中支援チー
ム員の活動の質の向上を支援する

宮城県 8,586 8,586 0 混在

認知症施策推進大綱のKPI に基づき、認知症
地域支援推進員及び認知症初期集中支援チー
ム員を養成し、地域における認知症の早期発
見・早期対応システムの充実を図る。

認知症初期集中支援チーム員情報交換会 １００
名
認知症地域支援推進員情報交換会 １００名
認知症初期集中支援チーム員研修 ２０名
認知症地域支援推進員研修 ９５名
認知症初期自立支援相談研修 ３０名

研修会や情報交換会の実施により、認知症の人
や家族の相談体制及び早期発見・早期対応シス
テムを強化する他、認知症の診断を受けてから
支援に繋がるまでの空白期間の縮小を図る。

78
認知症介護の指導的立場にある者や認知症の介護
に携わる施設及び在宅サービス提供事業者等の職
員に対し、研修を実施する

宮城県、仙台
市、宮城県介
護研修セン
ター、認知症
介護研究・研
修仙台セン
ター

3,250 3,250 0 混在
認知症介護研修推進計画を策定し、受講者数を
含む計画の実施状況に対し確認及び評価を行
い、施設ケアの質の向上を図る。

認知症介護指導者フォローアップ研修 ２名
認知症対応型サービス事業開設者研修 １５名
認知症対応型サービス事業管理者研修 ４５名
小規模多機能型サービス等計画作成担当者研
修 １５名

介護従事者への研修を行うことで、ケアの質の
向上につながるとともに、所属事業所への
フィードバックにより施設ケアの質の向上につ
ながる。

79

１ 地域包括支援センター職員を対象とした研修会の
開催
２ 地域包括支援センター機能強化に係る課題の検
討

宮城県 2,000 2,000 0 委託
地域包括支援センター運営状況調査（国調査）
結果の変化

全市町村の地域包括支援センターが参加
地域包括支援センター運営状況調査（国調査）
の結果を踏まえ、研修会に反映する。

80

関係団体や市町村等と連携の上、人材の確保・育成
等の事業を行い、市町村の取組を支援するもの。主
な事業内容は次のとおり。
・「宮城県地域支え合い・生活支援推進連絡会議」の
設置・運営
生活支援コーディネーター研修講師、研修実施団体
等で構成。生活支援コーディネーターの研修・活動等
の効果的な実施に向けた意見交換等を行い、生活支
援コーディネーターの資質向上を図るもの

宮城県 31,648 31,648 0 委託
全ての市町村において、高齢者が地域で安心し
て生活できる体制が構築される。

・連絡会議：５回
・アドバイザー派遣：随時
・情報交換会：県内３圏域を目安に各年１回
・市町村伴走型支援事業の実施：随時

記載の市町村支援事業を実施することにより、
全ての市町村において高齢者が地域で安心し
て生活できる体制の構築を図る。

81
養成した市民後見人候補者を対象としたフォロー
アップ研修の実施と活動支援及び成年後見サポート
推進協議会の開催 等

仙台市、富谷
市

3,939 3,939 0 1/2
市民後見人候補者数を維持することによる、受
任体制の確保。

市民後見人候補者数２０名

市民後見人名簿登録者のスキルアップが図ら
れるとともに、権利擁護に関する理解が深まる
ことで、地域の権利擁護体制構築が推進され
る。

82
外国人介護人材の受け入れに向けた、介護施設への
研修や説明会の実施

宮城県 6,639 6,639 0 委託 外国人介護人材の定着 外国人人材の他県への転職防止

介護施設が外国人介護人材の受け入れや育成
に向けた基本的な知識を習得することにより、
外国人介護人材の定着が図られ、他県等への
転
職防止につながる。

83
外国人介護人材向け日本語・介護技術学習無料支援
講座の開講

宮城県 11,100 11,100 0 委託 外国人介護人材の日本語学習の支援 外国人介護人材の講座への参加：８０人
外国人介護人材の日本語学習を支援すること
により、語学力の向上や資格取得について支援
を行う。

市民後見人養成・支援事業

介護人材確保対策緊急アクションプラン事業
（外国人介護人材定着支援事業（県内介護施設
向け研修））

介護人材確保対策緊急アクションプラン事業
（日本語学習等支援事業）

介護人材確保緊急アクションプラン事業（介護
職員資格取得支援事業）

生活支援サービス開発支援事業

介護職員初任者研修受講支援事業
（各種研修にかかる代替要員の確保対策事業）

認知症地域医療支援事業

介護職員初任者研修受講支援事業
（各種研修にかかる代替要員の確保対策事業）

認知症地域支援研修事業

認知症介護実務者総合研修事業

地域包括支援センター機能強化推進事業
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84

外国人介護人材の受入施設の外国人教育担当職員
等を対象に、介護福祉士国家資格取得等に向けた外
国人介護人材の学習支援方法に関する知識や技能
に関するセミナーの実施

宮城県 1,267 1,267 0 委託 外国人介護人材の定着 研修参加者数：３０人

外国人教育担当職員等へ外国人介護人材の学
習支援方法に関する知識や技能に関するセミ
ナーを実施することにより、外国人介護人材の
定着が図られ、他県等への転職防止につなが
る。

85
外国人介護福祉士候補者の日本語学習等に要する
経費の補助

宮城県 6,440 6,440 0 定額
外国人介護福祉士候補者の介護福祉士国家資
格の取得

外国人介護福祉士候補者の介護福祉士国家資
格取得による本県への定着促進

外国人介護人材が介護福祉士試験に合格し、
介護福祉士国家資格（在留資格「介護」）を取得
することにより、本県への定着を促進する。

86
介護現場での経験が豊富な介護福祉士を相談員と
して電話相談を受け付けるほか、必要に応じて社会
保険労務士等の専門家を紹介するもの

宮城県 4,926 4,926 0 委託 介護職員の離職防止 相談件数：７０件程度
悩みなどを持った介護職員の相談を受け付け
ることにより、介護職員の悩み軽減、離職防止
につながる。

87
外国人介護人材からの「職場・生活上の困りごと」等
の相談を受け付ける窓口の設置

宮城県 1,904 1,904 0 委託 外国人介護人材の定着 外国人人材の他県への転職防止
外国人特有の相談を受け付けることにより、外
国人の悩み等の軽減、他県等への転職防止に
つながる。

88
介護事業所の業務改善のための相談に応じた、専門
的知識を有するアドバイザーを派遣するための講師
謝金や旅費等を県が負担するもの

宮城県 3,518 3,518 0 直営
介護職員の１年間の離職率１３．１％（出典：令和
５年度介護労働実態調査結果 都道府県版 宮
城支部）を１％減とする。

相談件数２０件

介護事業所の課題解決に向けた業務改善を支
援することにより、介護職員の負担軽減及び魅
力向上を図り、介護職員の離職率減少につなげ
る。

89
外国人介護人材を受け入れる介護施設等における
環境整備等に係る費用の一部を助成するもの

宮城県 15,000 15,000 0 1/2
外国人介護人材の定着及び円滑な受入体制の
構築

外国人介護人材受入施設等の増加

外国人介護人材への学習・生活支援等を通じて
円滑な就労・定着を図るともに、受入施設等の
環境整備等に係る費用を助成することにより、
介護施設等への積極的な外国人介護人材の受
入れ・労働環境整備を促す。

142,836 95,224 47,612

90
医師の労働時間短縮に向けた総合的な取組に要す
る経費を支援する

宮城県 63,336 42,224 21,112 2/3

医師労働時間短縮計画における対象医師の平
均時間外・休日労働時間が減少した特定労務管
理対象機関等：２施設（R7）
※R6.4.1指定の特定労務管理対象機関：11施
設

ＩＣＴ機器等を活用した労働時間短縮の取組を
実施する医療機関数：１医療機関

特に勤務医が働きやすく働きがいのある職場
づくりに向けて、他職種も含めた医療機関全体
の効率化や勤務環境改善の取組により、医師の
負担軽減・定着が図られる。

91
教育研修体制を有する医療機関の医師の労働時間
短縮に向けた総合的な取組に要する経費を支援す
る

宮城県 79,500 53,000 26,500 2/3

医師労働時間短縮計画における対象医師の平
均時間外・休日労働時間が減少した特定労務管
理対象機関等：２施設（R7）
※R6.4.1指定の特定労務管理対象機関：11施
設

ＩＣＴ機器等を活用した労働時間短縮の取組を
実施する医療機関数：１医療機関

特に勤務医が働きやすく働きがいのある職場
づくりに向けて、他職種も含めた医療機関全体
の効率化や勤務環境改善の取組により、医師の
負担軽減・定着が図られる。

11,416,143 11,416,143 0

92
仙台赤十字病院および宮城県立がんセンターの統合
における施設整備に関する補助額の積立及び執行
を目的とする

宮城県 11,416,143 11,416,143 0 直営
病床数：772床（仙台赤十字病院 389床、県
立がんセンター 383床）→400床

積立ての対象病院数：２病院

計画的な基金の積立てを行い、施設整備等を
実施する時期に必要な支援を行うことにより、
地域医療構想に沿った医療機能の分化・連携が
促進される。

総事業費 基金充当額※ 事業者負担

481,662 261,571 220,091

39,672 39,672 0

Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業 416,296 368,418 47,878

Ⅲ　介護施設等の整備に関する事業 1,176,964 1,176,964 0

Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業 1,607,653 1,157,870 449,783

Ⅴ　介護従事者の確保に関する事業 327,058 319,675 7,383

142,836 95,224 47,612

積立計画 11,416,143 11,416,143 0

15,608,284 14,835,537 772,747

14,104,262 13,338,898 765,364

1,504,022 1,496,639 7,383

※国への要望時点での過年度分を含む事業規模であり、資料1-1における国への要望額とは計が一致しない。

介護人材確保推進事業
（介護職員のための相談窓口）

介護人材確保対策緊急アクションプラン事業
（外国人介護人材受入施設支援事業）

Ⅰ-1　地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設
備の整備に関する事業
Ⅰ-2　地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設
備の整備に関する事業

Ⅵ　勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する
事業

うち医療分計

うち介護分計

Ⅵ　勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業

地域医療勤務環境改善体制整備事業

参考：積立計画（R7年度分）

仙台医療圏病院再編事業（積立計画）

●令和7年度　実施事業合計

合計

地域医療勤務環境改善体制整備特別事業

介護人材確保対策緊急アクションプラン事業
（外国人介護人材定着支援事業（相談窓口の設
置））

介護生産性向上総合相談事業

介護人材確保対策緊急アクションプラン事業
（外国人介護人材受入施設等環境整備事業）

介護人材確保対策緊急アクションプラン事
業（外国人介護人材定着支援事業（外国人教
育担当者向け研修））
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